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1．はじめに

読者の方は“マイクロ波”と聞いて何を思い浮かべるであろ

う？

電子レンジや通信機器などを想像する読者が多いと思う。マ

イクロ波とは波長が約1 cm～1 mの電波の一種であり，名前に

使われている“マイクロ”とは電波の中で最も短い波長域とい

う意味である。誤解されがちだが，波長がマイクロメーターと

いう意味ではない。この電波を加熱に使用するという着想はま

ったくの偶然から生まれたと言われている。レイセオン社（ア

メリカ）のレーダー技師が，ポケットの中のピーナッツ・クラ

スター・バーが溶けたことにヒントを得て，食べ物の調理技術

として転用した。この出来事は，たびたびセレンディピティの

例として取り上げられている有名な話である。レイセオン社は

マイクロ波による調理について1946年に特許をとり，1947年

には最初の電子レンジを発売した。初めて試験された食べ物は

ポップコーンであり，いかにもアメリカ人らしい。その後，

1965年には家庭向けの電子レンジが発売されて以来，世界中で

爆発的に普及したと言われている。

マイクロ波や高周波を利用した熱源は，薬品，繊維，茶，た

ばこの乾燥，プラスチックの成形，木材の接着などの実例が

1949年頃にはすでに報告されており，この技術に対する当時の

期待は大きかったことがうかがえる。最近では，食品乾燥やゴ

ムの加硫，セラミックスの焼結，がん治療（ハイパーサーミア）

など幅広い産業分野で実用化されている。化学分野においても

マイクロ波は多数の利用報告があり，中にはマイクロ波独自の

効果を検討した研究もある。単なる熱源の域を超えた新しい技

術として期待されている。一方，環境分野におけるマイクロ波

の利用は，そのほとんどが殺菌の熱源として利用されてきた。

しかし近年では，触媒などと組み合わせることで，汚染物質の

著しい分解効果が示され，これからの新しい環境保全技術とし

ても期待されている。

2．マイクロ波加熱原理（誘電加熱）

マイクロ波による加熱は誘電加熱と呼ばれており，マイクロ

波エネルギーが分子の運動を誘発し，その結果として摩擦によ

る発熱が起こる。マイクロ波が誘電体（電気伝導度の小さい物

質）に照射されると，その誘電体の内部に浸透して電界と磁界

を生じさせる。通常，誘電体は陽イオンと電子が対になった，

いわゆる電界ゼロの状態で存在しているため，マイクロ波の電

界により誘電分極が生じ，極性分子が電界の方向に整列する。

このとき，電界の向きは周波数に依存して逆転するため，極性

分子の向きも逆転する。電子レンジなどに利用されているマイ

クロ波の周波数は2.45 GHzであり，1秒間に24億5000万回の

振動を繰り返すことになる。そのため，分子の相互間で激しい

摩擦が生じ，その摩擦熱によって物質が発熱する。このとき，

誘電加熱によって誘電体の単位体積当たりに発生する熱エネル

ギーは次式であらわされる。

（W/cm－ 3）

（E：電界強度（V/m）； f：周波数（Hz）； ε '：誘電体の

比誘電率； tanδ：誘電体の損失角）
マイクロ波による加熱効率を考えた場合，電界強度や周波数が

P E f ' tan= × −5
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一定であれば比誘電率と損失角が大きいほど発熱されやすいこ

とになる。比誘電率と損失角の乗は誘電損失としてあらわせる

ので（比誘電率（ε '）×損失角（tanδ）＝誘電損失（ε ''）），誘電

損失を調べることが発熱を判断するための手がかりになる。一

方，同じ物質に対しては周波数を変化させることで発熱量が異

なる。筆者らは，5.8 GHzと2.45 GHzマイクロ波を用いてさま

ざまな有機溶媒に対する周波数効果を検討した 1,2）。その結果，

有機物に対するマイクロ波の周波数特性は大きく，それらを決

定する因子として浸透深さが重要であることを提示した。

マイクロ波は，誘電体に吸収された後，熱エネルギーに変わ

るため次第に減衰する。すなわち，マイクロ波は誘電体に対し

て浸透できる距離が決まっており，それらのデータは浸透深さ

として示すことができる 1,2）。誘電損失の小さい物質ほどマイク

ロ波が浸透しやすい。言い換えれば，マイクロ波が吸収されづ

らい物質ほど深くまで侵入できることになる。浸透深さの距離

が長いテフロンやガラス，石英などはマイクロ波を透過するた

め，電子レンジの容器などに利用されている。一方，水を大き

な容器に入れて温めようとしても，水の浸透深さ以上にはマイ

クロ波が照射されないので，表面しか温まらないことになる

（実際には対流によって温まることも多い）。

同じ物質に対しても誘電損失や浸透深さは，周波数，温度，

物質の状態によって変化する。筆者らが測定した結果では，

23℃の水の誘電損失はおおよそ12であるのに対し，90℃では

おおよそ3であった。すなわち，温度が高くなるとマイクロ波

による加熱効率が低くなることになる。一方，氷の誘電損失は

限りなくゼロに近い値であった。液体に比べ固体になることで

マイクロ波の吸収率は著しく低くなる。冷凍食品がマイクロ波

によってなかなか温まらない理由はここにある。マイクロ波に

より加熱された冷凍食品の一部が溶けると，そこへマイクロ波

が集中し解凍斑が生じる。そのため，電子レンジではマイクロ

波の照射強度を変え，一種のパルス照射を行っている。

3．マイクロ波を用いた環境保全技術

3.1 マイクロ波殺菌

マイクロ波殺菌の歴史は古く，おもに食品の殺菌技術として

用いられてきた。この技術は通常の加熱殺菌に比べ，食品の内

部から短時間で加熱が進むため，熱による品質の低下を抑える

効果がある 3）。マイクロ波殺菌は従来の加熱殺菌（伝導や対流）

と比較して，食品の日もちが良いことなどから，マイクロ波の

特殊効果などが期待されてきた。これは単なる加熱殺菌では得

られないことから，電気的な非熱殺菌作用の存在が考えられて

いる。マイクロ波の非熱殺菌作用の可能性として，生体構成分

子の極性基やイオンなどが交番電界中で作用し，タンパク質や

核酸などの構造変化などが予想されている。また，交番電界の

作用により酵素が活性化され，殺菌が促進されるなどの報告が

ある。しかし，これらの研究は30年以上議論されてきたが，そ

の真意は未だ解明されていない。このような摩訶不思議なマイ

クロ波殺菌を環境浄化へ展開すべく，さまざまな研究が行われ

てきた。

佐藤らは，湖などに発生したアオコのマイクロ波による殺藻

をオンサイトで行った 4）。飲料水用湖沼でのアオコの発生は，

悪臭の原因となり，またアオコ毒などが発生することから水環

境において解決しなければならない問題である。彼らは，マイ

クロ波効果を検討するため，ラボスケールにおいて細菌，カビ，

酵母などをモデルとし，マイクロ波非熱殺菌の実験を行った。

同一の殺菌温度によるマイクロ波およびヒーター加熱の比較実

験から，マイクロ波の非熱殺菌作用を予想している。また，マ

イクロ波をパルスで照射することにより，殺菌効果がさらに向

上することも示唆している。しかし，その原理を追求するため

に菌のサイズによるマイクロ波の影響を検討したが，その解明

には達していない。

3.2 マイクロ波と光触媒を用いた水処理

光触媒である二酸化チタン（TiO2）は1980年初頭より水質や

空気の浄化のための環境触媒として世界中で基礎研究が進めら

れてきた。しかし，水処理の実用化（大型化）はほとんど進ん

でいない。その背景として，既存の分解処理法（オゾンや紫外

線照射法など）に比べて処理速度が遅い点が挙げられる。筆者

らは，この問題を解決するべく，マイクロ波（2.45 GHz）技術

を光触媒活性の向上に利用してきた。波長12.4 cmのマイクロ

波（2.45 GHz）のフォトンエネルギーは約1×10－ 5 eVであり，

化学結合を切断するほどのエネルギーは有していない。そのた

め，光触媒の活性は促進させることはできないと常識的に思わ

れてきた。

筆者らは，マイクロ波を光触媒法と組み合わせることでその

触媒活性を向上させることに成功した。赤い色素であるローダ

ミンB（RhB）の分解結果からこの技術を紹介する（Fig. 1）5,6）。

TiO2を含んだRhB水溶液へ紫外線を照射した方法（左から3番

目）に比べ，紫外線とマイクロ波を同時に照射することで（右

から3番目），著しい分解促進が観察された。その色素水溶液は

短時間で分解されて透明の水になった。このとき，マイクロ波

を照射することでRhB水溶液の温度が上昇したことから，TiO2

を含んだRhB水溶液をヒーターにより加熱（右端）しながら紫

外線照射を行った。しかし，RhBの分解速度は促進されなかっ

たため，光触媒におけるマイクロ波効果は，既存の熱的効果で

は得られないことがわかった。その後，別の色素，農薬，内分

泌かく乱物質，界面活性剤，高分子，生体物質などを試した結

果，一部を除いてマイクロ波の照射にともなう光触媒分解の促

進効果が認められた。これらの分解において，ヒーター加熱で

は決して得られない分解促進効果があることも示唆された。

内分泌かく乱物質の疑いがあるビスフェノールAの分解では，

紫外線のみを照射した分解法（TiO2/UV法）に比べ，TiO2/UV/MW
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Fig. 1 Visual comparison of the color fading of
rhodamine B（RhB）.（巻頭カラー写真参照）
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法を用いると約2倍の分解速度の促進が示された。この方法に

おいて，さらに水溶液を冷媒で冷却しながら分解を行うと（水

溶液はマイクロ波照射によって加熱されるが冷媒によって冷却

され室温に保たれる），TiO2/UV法に比べ4倍以上の分解速度が

向上した 7）。つまり，冷やしながらマイクロ波を照射すること

でマイクロ波の効果がより明確になった。

光触媒の活性に対するマイクロ波の促進効果は，単純な熱的

要因からではなく，マイクロ波特有の効果から引き起こされてい

る。このような効果は有機化学のうえでも，特殊効果（specific

effect）または非熱効果（non-thermal effect）として議論されて

いるが，その観測の難しさから結論には達していない。その原

因の一つに，マイクロ波照射下での化学反応を，その場観察す

ることが難しい点にある。分光学的な測定であれば，入射光と

反射光を確保するための窓を開ければ測定ができるが，センサ

ーを使う分析方法では，マイクロ波がノイズとして働くために

誤作動を招くからである。筆者らは，光触媒反応に対するマイ

クロ波効果を解明するために，マイクロ波と紫外線を同時に照

射させながら測定できる装置を試作した。これらの装置はセン

サー部へのマイクロ波の侵入を防ぐ構造になっている 8-13）。光

触媒における汚染物質の分解速度を決定する最も重要な因子

は，下記のとおりである。

（a）汚染物質と光触媒表面の吸着状態がマイクロ波によって変化

する（接触率計やゼータ電位を用いたその場観察）

（b）マイクロ波の照射にともなうバンドギャップ変化（拡散吸

収スペクトルを用いたその場観察）

（c）･OHラジカルの発生量の増加（ESRを用いたその場観察）

（d）マイクロ波の熱的要因による光触媒粒子の凝集率の低下

（光散乱を用いたその場観察）

とくに，（a）～（c）に関しては外部加熱では観測されず，光触媒

におけるマイクロ波効果であると考えられる。一例として，･OH

ラジカルの発生量について紹介する 14）。紫外線が照射された

TiO2は水や触媒表面のOH基を光酸化し･OHラジカルが発生す

るが，この酸化活性ラジカルが汚染物質を攻撃する。

マイクロ波および紫外線の同時照射下で，その場観察が可能

なESR装置の概略図をFig. 2に示す。TiO2を分散させたイオン

交換水にDMPOスピントラップ剤を入れ，扁平セルを用いてマ

イクロ波と紫外線を同時に照射しながらESRの分析を行った。

その結果，光のみを照射した方法に比べ，紫外線とマイクロ波

を同時照射することで，･OHラジカルの発生量が約2.3倍増加

した。サンプルの温度を加熱し紫外線を照射しながら･OHラジ

カルを測定した結果，生成量の増加は観測されなかった。一

方，マイクロ波の出力を上げると生成量のさらなる増加が認め

られた。光触媒反応において･OHラジカルは有機汚染物質の分

解を行う酸化活性種となる。マイクロ波照射によって･OHラジ

カルの増加にともない，汚染物質の分解速度が促進したものと

考えられる。

マイクロ波は光触媒の活性を促進するために有望な手段であ

るが，この新しい方法をスケールアップさせるためには光源が

問題になる。マイクロ波の電磁界内に金属部品を有した紫外線

ランプなどを設置することは金属放電の観点から難しく，その

ため装置外部からの照射が求められる。しかし，溶液内のTiO2へ

効率良く光照射するためには，反応容器または装置の形状が

大きく制限される。そこで，マイクロ波で点灯する電極や電

線を必要としないマイクロ波励起無電極ランプ（MDEL：

Microwave Discharged Electrodeless Lamp）を試作した。

マイクロ波励起無電極ランプおよびそのランプを電子レンジ

内で点灯させた様子をFig. 3に示す。このランプはマイクロ波

（電波）をエネルギー源とすることから，電極を必要とせず（無

電極），それにともない電線も使わない（ワイヤレス送電）構

造である。このランプは，電極の劣化がないためランプの寿命

が著しく長く，その形状に制限がない。さらに排水中へMDEL

を投げ込むタイプや，光反応容器そのものをMDELで作製する

ことが可能であることである。

このランプとTiO2によるモデル汚水の分解実験から，市販の

紫外線ランプに比べ数～数十倍の分解促進が認められた。この

方式の利点として，（i）マイクロ波がMDELによって紫外線へ

変換されるが，一部のマイクロ波は直接TiO2へ照射されるた

め，マイクロ波と紫外線が同時にTiO2へ照射できる。（ii）ラン

71
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Fig. 2 Experimental set-up of novel ESR equipment with connected UV lamp and microwave device.



プから照射された紫外光は汚水やTiO2へ直接照射することがで

きることから照射効率が高い。（iii）電気的な配線を必要としな

いことから簡略的な装置設計が可能である。（iv）このランプか

ら発生した真空紫外光は空気中の酸素に吸収されることなく直

接的に排水へ照射できる。このMDELはVOC（揮発性有機化

合物）や地球温暖化ガスの処理にもその効果が示されており，

マイクロ波の特徴を活かした新しい処理法であると考えられ

る。なお，詳細については文献を参照してほしい 15）。

3.3 マイクロ波を用いた触媒反応

環境浄化のための触媒はさまざまあり，その多くは触媒を加

熱することで汚染物質の分解を行うものが多い。そのため，触

媒とマイクロ波を組み合わせた研究は，マイクロ波を熱源とし

て用いるものが多い。マイクロ波と触媒を組み合わせた環境浄

化における初期の研究として，Wanらの報告がある 16）。さら

に，塩素や臭素を有したハロゲン系ガスの分解を，マイクロ波

照射下でNiや Fe，Coなどの金属還元触媒を用いて行ってい

る 17）。また，マイクロ波のパルス照射方法や連続照射方法の効

果についても調べられている。さらには，周波数を変えた実験

についても検討されている 18）。その後，金属触媒とマイクロ波

を用いた脱ハロゲンの研究は盛んに行われてきており，多くの

研究報告でその有用性が示されている 19,20）。それ以外の汚染ガ

スについてもマイクロ波照射における触媒効果の基礎研究が積

極的に進められている 21,22）。

和田らは，活性炭にPtを担持した触媒を用いて塩素系化合物

である4-クロロフェノールの分解を行った 23）。マイクロ波照射

にともない活性炭が優先的に発熱し，そのエネルギーによりPt

表面で脱塩素化が進行する。分解後は脱塩素されたフェノール

のみが発生することから，副生成物などによる二次汚染が発生

しない利点がある。一方，小林らは，マイクロ波による固体触

媒表面の吸着制御を行っている 24）。活性炭やゼオライトなどへ

の汚染物質の吸着や脱離をマイクロ波エネルギーでコントロー

ルすることで，大量処理に向けた汚染物質の除去の制御を可能

としている。

3.4 マイクロ波を用いた土壌処理

土壌処理におけるマイクロ波の使用は，土壌の消毒や土壌に

含まれる汚染物質の抽出または分解などに分けることができ

る。土壌のマイクロ波消毒として，谷脇らの報告がある 25）。モ

ントリオール議定書により，土壌病虫害の消毒に臭化メチル剤

の使用が2013年までに完全撤廃となり，その代替技術の開発が

緊急の課題となっている。これに代わる土壌消毒法の一つとし

てトラクターにマイクロ波を装着し，土壌昇温効果による土壌

消毒効果をオンサイトで評価された。土壌に対してマイクロ波

の浸透深さは約10 cmであることが実証試験より示された。そ

こで，3 kWのマグネトロンを12基装着し（合計36 kW），特殊

導波管を通して，高出力マイクロ波を効率的に土壌へ照射する

試みを行った（Fig. 4）。この装置を用いた試験では約60秒で土

壌の温度が100℃に達し，病原菌や土壌線虫を防除することが

可能であることがわかった。

マイクロ波抽出技術は，混合物からの有効成分または汚染物

質の抽出に対して研究が進められてきた。有効成分の抽出技術

を実用化した例として，植物油からのエッセンシャルオイルの

抽出装置 26）などが挙げられる。これ以外にもさまざまな用途

で実用化されている。一方，汚染物質の抽出の歴史は浅い。そ

の基礎研究は1980年代から報告され始めたが，実際に盛んにな

ったのは90年代になってからである。実用例はまだ少ないが，

今後の発展が期待できる分野でもある。マイクロ波を用いた自

然環境からの汚染物質の抽出についてTable 1にまとめる。

土壌中に含まれる化学汚染物質の分解についてもさまざまな

研究が行われている。Abramovitchらは，土壌中に含まれてい

る，さまざまなPCB類（polychlorinated biphenyls）51）やPAH類

（polycyclic aromatic hydrocarbons）52）のマイクロ波熱分解を行っ

ており，その迅速分解には土壌に含まれる鉄成分が一つの促進

因子になっていることを示唆している。一方，マイクロ波の吸

収を意識的に高めるため，酸化鉄 53）や活性炭 54）を土壌に混ぜ

汚染物質の分解を行った報告もある。

実際の土壌をオンサイトで浄化する装置もいくつか報告され

ている。土壌中の汚染物質の処理を行うため，マイクロ波アン

テナを土壌に埋め込み，地中からマイクロ波を照射することで

トリクロロエチレン等の分解が行われている 55）。また，広域に

マイクロ波を照射できるアプリケーターを用いてPOPs（残留性

有機汚染物質）の分解処理を行った事例もある。この手法では

土壌表面から約10 cmが1200℃まで上昇し，土壌の固化も観察

されている。このような土壌へのマイクロ波照射によるオンサ

イト処理は日本や欧米で積極的に行われている 56）。

日本スピンドル製造株式会社は土壌や飛灰中に含まれるダイ

オキシン類のマイクロ波処理装置を実用化した（Fig. 5）。マイ

クロ波照射炉内へダイオキシンを含んだ土壌，飛灰，都市ごみ

などを導入し，マイクロ波迅速加熱による高速熱分解が可能で
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Fig. 3 （a）Photograph of Microwave Discharged
Electrodeless Lamp（MDEL）,（b）Lighting of
MDEL in the microwave domestic oven.（巻頭カ
ラー写真参照）

Fig. 4 Microwave soil disinfection tractor.
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ある。既存の熱処理法に比べ汚染物質自身が発熱することから

炉の劣化が抑えられる利点がある。

熱分解による固層中の有機汚染物質の分解では，温度上昇に

ともなう汚染物質の気化が発生し，排気口などの二次汚染を回

避することはできない。この問題点はマイクロ波法でも同様で

あり，気化された汚染物質の分解処理が必要である。筆者ら

は，マイクロ波土壌浄化装置の排気部に取り付けるべく，マイ

クロ波励起無電極ランプの使用を提案した。ラボスケールでの

73
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PAH（Polycyclic aromatic hydrocarbon）

PCB（Polychlorinated biphenyl）

PCDD（Polychlorinated dibenzo-para-dioxins）

Pesticide and other toxin

Reference

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

Pollutants

PAH

PAH

PAH

PAH

PCB

PCB

PCB

PCDD/F and PCB

PCB

PCDD/F

PCDD/F

Phenol, Pesticide/Cl

Pesticide/Cl

Phenoric compounds

Atrazine

Triazine

Mono-phenols

Pesticide

Metribuzin

N-methylcarbamates

Carbamate pesticides

Chlorophenol

Organophosphorous pesticides

Aliphatic hydrocarbons

Sample

Soil and Food

Soil, Sediment

Soil

Polyurethane foam

Soil, Sediment

Marine

Sediment

Sediment

Fly ash

Sewage sludge, Fly ash, Sediment, Soil

Soil, Sediment, Urban dust

Soil, Compost

Soil

Soil

Soil

Soil, Water, Organic solvent

Soil

Soil

Soil

Soil

Soil

Soil

Soil

Soil, Sediment

Year

1986

1994

1995

1996

1995

1996

1997

1997

1999

1995

1996

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2002

2003

2003

2005

2006

Table 1 Extraction of contaminant pollutants by using microwave extraction method.

Fig. 6 Dcomposition of dioxin in fly ash by using
hybrid pyrolysis and photolysis method（a）
Experimental set-up image and（b）actual
photograph of degradation process under
microwave irradiation.（巻頭カラー写真参照）

Fig. 5 Degradation furnace of dioxin in soil and fly ash
by using microwave pyrolysis.



ダイオキシンを含んだ飛灰のマイクロ波処理装置をFig. 6（a）

に示す。容器へダイオキシン含有飛灰を入れ，マルチモード型

マイクロ波照射装置で飛灰の加熱を行った。気化した分解生成

物やダイオキシンの分解を行うため，容器の蓋をマイクロ波励

起無電極ランプで作製した。マイクロ波の照射にともないラン

プの点灯がすぐに確認された（Fig 6（b））。この方式では，マイ

クロ波エネルギーが飛灰の加熱に加え，光分解のためのエネル

ギーとしても利用でき，また新たな光源のための電源やランプ

照射窓の設置が必要ないことから装置の簡略化につながる利点

がある。

3.5 放射能汚染物質処理へのマイクロ波の利用

マイクロ波による放射能汚染物質の利用法として，使用済核

燃料の再利用や不要廃棄物の処理などがある。使用済核燃料に

は未燃焼のウラニウム235や生成したプルトニウムなどが含ま

れており，これらは硝酸塩として抽出した後，分解させて酸化

物に変化させて再利用される。この一連の操作（濃縮・乾燥・

分解）における熱源として，マイクロ波が有望視されている。

なかでも，ウランやプルトニウムの脱硝はマイクロ波により短

時間で均一加熱が進行することから 57），六ヶ所再処理工場混合

転換プロセスへの技術移転が行われ，実際に運用されている

（Fig. 7）。

原子力関係における不要廃棄物の処理についても実用化が進

んでいる。たとえば，原子力施設から発生したごみ（紙，布，

木材，プラスチックなど）は燃焼法により処理されるが，その

焼却灰は自然界に散布することはできない。そのために，マイ

クロ波を用いてこの処理灰の溶融固化が行われている。従来の

加熱法としてはガス燃焼や遠赤外線法などが利用されてきた

が，これらは表面のみの加熱であるため効率が悪い。また，電

熱ヒーターなどを用いた場合，それ自体が放射能汚染を受ける

ため，メンテナンスにともないさらなる汚染物質が発生してし

まう。その点，マイクロ波は電波で加熱ができることから熱源

などが放射能によって汚染されることはなく，灰の中から効率

的に加熱を進めることができる。

原子炉に使われるコンクリートの破壊にもマイクロ波は使用

されている。コンクリートはマイクロ波の吸収率が低いため，

そのほとんどがコンクリート表面を透過するが，コンクリート

内部に含まれている水分に吸収されてコンクリート内部の発熱

を誘発する。この発熱は，周囲との温度差を生じるために熱応

力による歪みが生じ，粉砕へとつながる。なお，現在では遠隔

操作によりこの粉砕処理は行われている。

3.6 マイクロ波を用いた廃棄物処理と貴金属回収

廃プラスチックのリサイクルにマイクロ波を利用した事例も

ある。神戸製鉄所は，さまざまな汎用性プラスチックの中で，

ポリ塩化ビニルがマイクロ波の吸収率が高いことを利用し，混

合廃プラスチック中でのポリ塩化ビニルの選択加熱による脱塩

素化技術を開発した。数分間のマイクロ波照射でほぼ100％の

脱塩素に成功しており，廃プラスチックのフィードストックリ

サイクルにつながる技術として期待されている 59）。一方，マイ

クロ波を用いたポリ塩化ビフェニル（PCB）の脱ハロゲン反応

についても積極的に検討している。PCBは熱に対して安定で，

電気絶縁性が高く，耐薬品性に優れていることから，加熱や冷

却用熱媒体，変圧器やコンデンサなど幅広い分野で利用されて

いる。しかし，毒性も高く2016年までに処理が義務づけられて

いる。一方，東京電力ではマイクロ波による迅速脱塩素化処理

を用いてPCBの処理を行っており，この手法から有害な副生物

の生成がないことを確認している 60）。

ステンレス鋼成型や加工にともない発生したスラッジには，

多量の有価金属が含まれており，その回収が検討されている。

吉川らは，スラッジから有価金属のマイクロ波照射下における

炭素還元による回収プロセスを検討している 61）。NiOをモデル

とし，グラファイトを用いたマイクロ波還元の効率を調べたと

ころ，迅速にその還元が進むことがわかった。その理由として，

NiOやグラファイトへ効率的にマイクロ波加熱が進行すること

が理由であることを示している。スラッジから有価金属の回収

を行うためにマイクロ波を利用することが有効であることを示

唆している。

4．最後に

一概に環境保全と言ってもさまざまな意味をもっている。アメ

リカ化学会が行っている化学物質のデータベースでは（CAS：

Chemical Abstracts Service），有機および無機化合物の総数は

383万種類登録されており，その数はさらに増加している。生

活に密着した新しい物資の中には，人類や生態系に影響がある

物質もあり，既存の環境浄化法に替わる新たな処理技術の開発

が迫られている。一方，化学合成法（ものづくり）においても

マイクロ波は新たな熱源として利用されている。ものづくり

（合成）はややもすると環境（分解）と正反対に考えられがち

だが，マイクロ波による合成は，反応時間を著しく短縮させ，

その結果として省エネおよびCO2排出量の減少を進めることが

できる。また，有機溶剤などを使わない無溶媒合成などの事例

も数多く報告されており，グリーンケミストリーの一手法とし

て注目されている。まさに，環境保全技術である。古くて新し

いマイクロ波法を用いた環境保全の研究は，今後さらに発展す

るであろう。
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